県の施策・予算に関する提案要望
Ⅰ 事業制度・予算に関すること
・土地改良関係予算の確保（全体要望）
　　　（１）令和６年度当初予算の安定的な必要額の確保
　　　（２）必要に応じた令和５年度補正予算の編成
　　　（３）防災・減災及び耐震対策予算の確保
（４）新規地区の計画的推進
Ⅱ 設計・積算、現場管理に関すること
・現場条件に合った適正な工事積算
国における農業農村整備に係る標準積算基準は、主に大規模な工事(国営級)を前提に工事積算が行われております。
県営・団体営級工事においては、
1 山間部、狭小地、丘陵地のため池改修工事(防災ダム事業等)
②中山間地における用排水路改修事業(農地環境整備事業等)
③小口径農業用水管改修事業(特定農業用水管特別対策事業等)
④仮設工事全般
などこれまで設計内容と現場条件との乖離が大きいと言われてきた工事(受注者が儲からない工事)を中心として、現場条件に見合った「歩掛」「諸経費」の適正化が進められており大変感謝しております。今後もより一層の適正化と県事務所の担当職員の皆様へのご周知をお願いいたします。
・資材の急激な高騰に対する、より迅速な対応
　　　　ロシアによるウクライナ侵略の長期化の影響で、石油を原料とする塩化ビニール管や、製造する際に石炭を大量に使用する鋼矢板等の資材価格が不安定で、先の見えない混沌とした状況が続いています。材料単価について「３％以上の変動で四半期ごと」から「実勢価格で毎月」の改正に変更いただき大変感謝しておりますが、引続き、適正な単価価格の設定と、請負業者の過度の負担とならないよう単品スライド条項１％枠の見直しなど、適切な運用につきまして、特段のご配慮をお願いいたします。
・着工前に発注者側で実施する地元、関係機関との調整の徹底 
・人材の育成確保を図るため、建設業を魅力ある業としうる支援
 　　　　(処遇改善の支援、工事書類の簡素化等)
土地改良事業にあっては、水稲、野菜の作付け時(農業用水の使用時)、洪水等の出水期等に工事が出来ないため、年度後半に工期が限定される。このため、週休二日制の導入等新たな労働環境を改善するには、
1 着工前の準備期間を年度前半に、実質工事の完了後の書類整備、工事検査等の事務的作業を翌年度前半に設定し、更なる提出書類の簡素化をするなど無理のない柔軟な工期設定ができるようにする。
(繰越制度、債務工事の柔軟な活用、例えば6～7月発注から4～5月完了)
➁工事に直接関係する農地に対し、作物補償及び関係する補償工事(畦畔築立等)を公費により行い、年度前半の工事を可能にした余裕のある工期設定等抜本的な新たな視点に立った考え方を導入していただきたい。
③完全週休二日制について、土地改良工事は天候の影響を著しく受けるため、振替休工を認めかつ原則土日を休日に限定する考え方ではなく、受注者側の希望を取り入れ、柔軟な対応を図られたい。

